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第１章 総則 

第１節 趣旨、目的及び方針 

（趣旨） 

第１条 この学則は、国立大学法人佐賀大学基本規則（平成１６年４月１日制定）第２３条

第２項の規定に基づき、佐賀大学（以下「本学」という。）の学部並びに学科及び課程並

びに学部等連係課程実施基本組織の目的、学部の入学定員、修業年限、教育課程、学生の

入学、退学、卒業その他学生の修学上必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 本学は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第７条の規定の趣旨にのっとり、

国際的視野を有し、豊かな教養と深い専門知識を生かして社会で自立できる個人を育成
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するとともに、高度の学術的研究を行い、さらに、地域の知的拠点として、地域及び諸外

国との文化、健康、社会、科学技術に関する連携交流を通して学術的、文化的貢献を果た

すことにより、地域社会及び国際社会の発展に寄与することを目的とする。 

（方針） 

第２条の２ 本学は、本学、学部若しくは学科若しくは課程又は学部等連係課程実施基本組

織ごとに、前条及び次条第３項に規定する目的を踏まえて、次に掲げる方針を別に定める

ものとする。 

(1) 卒業の認定に関する方針 

(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針 

(3) 入学者の受入れに関する方針 

 

第２節 学部 

 

（学部） 

第３条 本学に、次の学部及び学部等連係課程実施基本組織（以下「学部等」という。）を

置く。 

 教育学部 

 芸術地域デザイン学部 

 経済学部 

 医学部 

 理工学部 

 農学部 

 コスメティックサイエンス学環（学部等連係課程実施基本組織） 

２ 前項の学部に置く学科又は課程及び学部等連係課程実施基本組織の入学定員、編入学

定員及び収容定員は、別表１のとおりとする。 

３ 前項の学部、当該学部に置く学科又は課程及び学部等連係課程実施基本組織の目的は、

各学部、各学科又は課程及び学部等連係課程実施基本組織ごとに別に定める。 

 

第２章 学部通則 

第１節 学年、学期、休業日、修業年限及び在学年限 

 

（学年及び学期） 

第４条 学年は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 学年を分けて、次の２学期とする。 

   前学期 ４月１日から９月３０日まで 

   後学期 １０月１日から翌年の３月３１日まで 
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（休業日） 

第５条 休業日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) 開学記念日 １０月１日 

(4) 春季休業  ４月１日から４月７日まで 

(5) 夏季休業  ８月１日から９月３０日まで 

(6) 冬季休業  １２月２５日から翌年の１月７日まで 

２ 前項第４号から第６号までの規定にかかわらず、教育上必要がある場合は、教授会の議

を経て、学長が休業日を変更することができる。 

３ 休業中でも必要に応じて見学又は実験実習等を課すことがある。 

４ 臨時休業については、その都度関係学部の教授会の議を経て、学長が定める。 

（修業年限） 

第６条 修業年限は、４年とする。ただし、第３５条第２項の規定による場合は、３年以上

４年未満とする。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、医学部医学科にあっては、６年とする。 

（在学年限） 

第７条 在学年限は、８年とする。ただし、転入学、編入学又は再入学により入学した者は、

第１４条第２項の規定により定められた在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて

在学することはできない。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、医学部医学科にあっては、１０年とする。ただし、１年

次及び２年次の在学年限は、同一年次において２年を超えることができない。 

 

第２節 入学、転入学、編入学及び再入学 

 

（入学の時期） 

第８条 入学の時期は、学年の始めとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、後学期の始めに学生を入学させることができる。 

（入学の資格） 

第９条 本学に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこ

れに相当する学校教育を修了した者を含む。） 

(3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

(4) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め
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る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格

検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に合格した者を含

む。） 

(8) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条第２項の規定により大学に入学した

者であって、高等学校卒業程度認定審査規則（令和４年文部科学省令第１８号）による

高等学校卒業程度認定審査に合格したもの 

(9) 学校教育法第９０条第２項の規定により大学に入学した者であって、本学において、

大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(10) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で、１８歳に達したもの 

（入学志願） 

第１０条 本学に入学を志願する者は、所定の期日までに、入学願書その他必要な書類に所

定の検定料を添えて提出しなければならない。 

（合格者の決定） 

第１１条 前条の入学を志願した者については、別に定めるところにより行う選考の結果

に基づき、教授会の議を経て、学長が合格者を決定する。 

（入学手続） 

第１２条 前条の規定に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに、誓約書その他

所定の書類を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければならない。ただし、入学

料の免除の許可を受けようとする者は、入学料免除願の提出をもって入学料の納付に代

えることができる。 

（入学許可） 

第１３条 学長は、前条の入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予を申請し、受

理された者を含む。）に、入学を許可する。 

（転入学、編入学及び再入学） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者があるときは、教授会の議を経て、学期の始め

に、学長が、相当年次に入学を許可することがある。 

(1) 他の大学（外国の大学を含む。）に在学中の者で転入学を志願するもの 

(2) 短期大学、高等専門学校、国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業した者

で編入学を志願するもの 
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(3) 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）附則第７条に定める従前の規定

による高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し、又は卒業した者で編

入学を志願するもの 

(4) 外国において、学校教育における１４年の課程を修了した者で編入学を志願するも  

 の 

(5) 学校教育法第１３２条の規定による専修学校の専門課程を修了した者で編入学を志

願するもの 

(6) 学校教育法第５８条の２の規定による高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）

の専攻科の課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準

を満たすものに限る。）を修了した者（学校教育法第９０条第１項に規定する者に限る。）

で編入学を志願するもの  

(7) 学士の学位を有する者又は大学を退学した者で再入学を志願するもの 

(8) 本学を除籍された者で同一学部に再入学を志願するもの 

２ 転入学、編入学又は再入学を許可された者の在学すべき年数、履修科目及び修得単位数

は、教授会の議を経て、学部長が認定する。 

（転入学等の規定の準用） 

第１５条 転入学、編入学及び再入学の場合には、第１０条から第１３条までの規定を準用

する。 

 

第３節 教育課程及び履修方法 

 

（教育課程の編成） 

第１６条 本学の教育課程は、次の教育科目をもって編成する。 

 教養教育科目 

 専門教育科目 

２ 教養教育科目は、大学入門科目、共通基礎科目、基本教養科目及びインターフェース科

目に区分する。 

３ 共通基礎科目は、外国語科目及び情報リテラシー科目に区分する。 

４ 専門教育科目の区分は、各学部等の定めるところによる。 

５ 前項に定めるもののほか、専門教育科目として学部間共通教育科目の区分を設ける。 

６ 学部間共通教育科目の区分は、佐賀大学教養教育センターの定めるところによる。 

（主専攻） 

第１７条 各学部等は、第３条第３項に規定する学科又は課程の目的を達成するため、必要

な授業科目を開設し、教育課程（以下「主専攻」という。）を編成する。 

２ 学生は、前項に規定する主専攻を修了するため、教養教育科目及び専門教育科目を履修

しなければならない。  
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３ 教養教育科目の授業科目、単位数及び履修方法は、佐賀大学教養教育科目履修規程（平

成２５年２月２７日全部改正）及び各学部等の規則の定めるところによる。 

４ 専門教育科目の授業科目、単位数、授業時間数及び履修方法は、各学部等の規則及び佐

賀大学学部間共通教育科目履修規程（平成２５年２月２７日制定）の定めるところによる。 

５ 前２項の規定による履修科目として登録できる単位数の上限等については、各学部等

の定めるところによる。 

６ 学生は、所定の主専攻以外の授業科目を履修することができる。 

（副専攻） 

第１７条の２ 本学は、前条に規定する主専攻のほか、学士課程教育の多様性を確保すると

ともに、学生の多様な能力、適性及び学習意欲に応えるための教育課程（以下「副専攻」

という。）を編成することができる。 

２ 副専攻に関し必要な事項は、別に定める。 

（全学共通の教育プログラム） 

第１７条の３ 本学は、前２条に規定する主専攻及び副専攻のほか、特定の分野に係る全学

共通の教育プログラムによる教育課程を編成することができる。 

２ 全学共通の教育プログラムによる教育課程に関し必要な事項は、別に定める。 

（授業の方法） 

第１８条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメ

ディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合について

も、同様とする。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１８条の２ 本学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあ

らかじめ明示するものとする。 

２ 本学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保

するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって

適切に行うものとする。 

（単位の基準） 

第１９条 １単位の授業科目は４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし、第１８条第１項に規定する授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業

時間外に必要な学修等を考慮して、おおむね１５時間から４５時間までの範囲の時間の

授業をもって１単位として単位数を計算するものとする。ただし、芸術等の分野における

個人指導による実技の授業については、別に定める時間の授業をもって１単位とするこ
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とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、こ

れらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これら

に必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

（１年間の授業期間） 

第２０条 １年間の授業を行う期間は、３５週にわたることを原則とする。 

（授業期間） 

第２１条 各授業科目の授業は、十分な教育効果を上げることができるよう、８週、１０週、

１５週その他の別に定める適切な期間を単位として行うものとする。 

 

第４節 単位の授与等 

 

（成績の判定） 

第２２条 学生が一の授業科目を履修した場合には、成績判定の上、合格した者に対して所

定の単位を与えるものとする。 

２ 成績は、秀・優・良・可・不可の評語をもって表わし、秀・優・良・可を合格とし、不

可は不合格とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、成績の判定に当たり、前項に規定する評語により難い授業科

目においては、合又は不可の評語をもって表わすことができるものとし、合を合格とし、

不可は不合格とする。  

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第２３条 教育上有益と認めるときは、第３３条第１項による他の大学又は短期大学（外国

の大学又は短期大学を含む。）との協議を経て、学生が当該他の大学又は短期大学におい

て履修した授業科目について修得した単位（授業時間数を定めた授業科目については、こ

れに相当する時間数（以下次条、第２５条及び３５条において同じ。））を、教授会の議を

経て、６０単位を超えない範囲で、本学における授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を我

が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして

当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別

に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合につい

て準用する。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第２４条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科に

おける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、教授会の議を経て、本学における授

業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 
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２ 前項により与えることができる単位数は、前条により本学において修得したものとみ

なす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第２５条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学（外国

の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単位（科目等

履修生（大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第３１条第１項に規定する科目等

履修生をいう。以下同じ。）及び特別の課程履修生（同条第２項に規定する特別の課程履

修生をいう。以下同じ。）により履修した単位を含む。）を、教授会の議を経て、本学に入

学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する

学修を、教授会の議を経て、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることが

できる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、転入学、編入

学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第２３条及び前条

第１項により本学において修得したとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないもの

とする。 

（入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算） 

第２６条 本学の学生以外の者が本学の科目等履修生又は特別の課程履修生として一定の

単位を修得した後に本学に入学する場合において、当該単位の修得により本学の教育課

程の一部を履修したと認められるときは、修得した単位数その他の事項を勘案して教授

会の議を経て学長が定める期間を修業年限に通算することができる。ただし、その期間は、

本学の修業年限の２分の１を超えてはならない。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第２７条 学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超えて一定の期間にわた

り計画的に教育課程を履修し、卒業することを希望する旨を申し出たときは、各学部等の

定めるところによりその計画的な履修を認めることができる。 

 

第５節 休学、復学、退学、転学、転学部、転学科、転課程、派遣、留学及び除籍 

 

 （休学） 

第２８条 病気その他の事由によって継続して３月以上授業に出席できない者は、学長の

許可を得て休学することができる。ただし、疾病の場合は、医師の診断書を添えなければ

ならない。 

２ 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、１年を限度として、

その期間を延長することができる。 

３ 休学期間は、通算して２年を超えることができない。ただし、医学部医学科にあっては、
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３年を超えることができない。 

４ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

（復学） 

第２９条 休学期間が満了するとき、又は休学期間中にその事由が消滅したときは、学長に

復学を願い出て、許可を受けなければならない。 

（退学） 

第３０条 自己の都合により退学する者は、学長に願い出て、許可を受けなければならない。 

（転学） 

第３１条 他の大学への入学又は転学を志願する者は、学長に願い出て、許可を受けなけれ

ばならない。 

（転学部及び転学科） 

第３２条 転学部又は転学科を志願する者があるときは、関係する学部等の教授会の議を

経て、学長が学期の始めに限り許可することがある。 

２ 転学部を許可された者の在学すべき年数、履修科目及び修得単位数は、転入する学部等

の教授会の議を経て、学部等の長が認定する。 

３ 転学科を許可された者の在学すべき年数、履修科目及び修得単位数は、教授会の議を経

て、学部等の長が認定する。 

（派遣及び留学） 

第３３条 教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を

含む。）との協議を経て、当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修させるため学生を

派遣し、又は留学させることができる。 

２ 前項の派遣及び留学については、教授会の議を経て行うものとする。 

３ 派遣及び留学の期間は、在学期間に算入する。 

４ 派遣及び留学に関し必要な事項は、別に定める。 

（除籍） 

第３４条 次の各号のいずれかに該当する者は、教授会の議を経て、学長が除籍する。 

(1) 第７条に定める期間在学して卒業できない者 

(2) 病気その他で修業の見込みがない者 

(3) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は一部の免除を許可された者

であって、その納付すべき入学料を納付しないもの 

(4) 授業料の納付を怠り、督促を受けてもなお納付しない者 

 

第６節 卒業及び教員の免許状授与の所要資格の取得 

 

（卒業の認定） 

第３５条 第６条第１項本文又は第２項に規定された期間以上在学し、第１７条に規定さ

学則－9



れた所定の単位を修得又は授業時間を履修した者には、教授会の議を経て、学長が卒業を

認定し、学位記を授与する。 

２ 本学（医学部医学科は除く。）に３年以上在学し、第１７条に規定された所定の単位を

優秀な成績で修得したと認められる者が、第６条第１項ただし書に定める修業年限で卒

業を希望した場合には、別に定めるところにより、教授会の議を経て、学長が卒業を認定

し、学位記を授与することができる。 

３ 前２項の規定により卒業の要件として修得すべき１２４単位のうち、第１８条第２項

の授業の方法により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。ただし、卒業の要

件として修得すべき単位数が１２４単位を超える場合において、当該単位数のうち、第１

８条第１項の授業の方法により６４単位以上を修得しているときは、同条第２項の授業

の方法により取得する単位数は、６０単位を超えることができるものとする。 

（学位の授与） 

第３６条 卒業者には、学士の学位を授与するものとする。 

２ 学位には、専攻分野の名称を付記するものとする。 

３ 前項の専攻分野の名称は、別に定める。 

（教員の免許状） 

第３７条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和２

４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定

める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の学科又は課程において、当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類は、別表

２に掲げるとおりとする。 

 

第７節 賞罰 

 

（表彰） 

第３８条 学生として表彰に価する行為があった者は、学長が表彰することがある。 

２ 学生の表彰に関し必要な事項は、別に定める。 

（懲戒） 

第３９条 本学の学則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、教授会の

議を経て、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、次のとおりとする。 

(1) 退学 

(2) 停学 

(3) 訓告 

３ 停学期間（３月未満のものを除く。）は、第７条に規定する在学年限に含め、第６条に

規定する修業年限に含めないものとする。 
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４ 懲戒に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第８節 学生証 

 

（学生証の交付） 

第４０条 入学を許可された者には、学生証を交付する。 

 

第９節 厚生施設 

 

第４１条 本学に、寄宿舎その他の厚生施設を置く。 

２ 厚生施設に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第１０節 科目等履修生、特別聴講学生及び研究生 

 

（科目等履修生） 

第４２条 本学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修することを志願する者があ

るときは、正規課程の学生の学修に支障のない範囲で、選考の上、学長が学期の始めに科

目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

（特別聴講学生） 

第４３条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）の学生で特定の授業

科目を履修することを志願する者があるときは、当該他の大学又は短期大学との協議を

経て、学長が特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に関し必要な事項は、別に定める。 

（研究生） 

第４４条 本学教員の指導を受けて、特定の専門的課題を研究することを志願する者があ

るときは、正規課程の学生の学修に支障のない範囲で、選考の上、学長が、原則として学

期の始めに、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第１１節 外国人留学生 

 

第４５条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願す

る者があるときは、選考の上、学長が外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 
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第１２節 検定料、入学料、授業料及び寄宿料 

 

（検定料、入学料、授業料及び寄宿料） 

第４６条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、別に定める。 

２ 第２７条の規定に基づき、当該修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課

程を履修して卒業することを認められた者（以下「長期履修学生」という。）から徴収す

る授業料の年額は、長期履修学生として、修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に

教育課程を履修することを認められた期間（以下「長期在学期間」という。）に限り、前

項の規定にかかわらず、同項に規定する授業料の年額に当該修業年限に相当する年数を

乗じて得た額を長期在学期間の年数で除した額（その額に１０円未満の端数があるとき

は、これを切り上げるものとする。）とする。 

（検定料の徴収） 

第４６条の２ 検定料は、入学、転入学、編入学又は再入学の出願を受理するときに徴収す

るものとする。 

（検定料の免除） 

第４６条の３ 災害による経済的理由によって、検定料の納入が困難であると認められた

者に対しては、願い出により、検定料の全部を免除することがある。 

２ 検定料の免除に関し必要な事項は、別に定める。 

（入学料の徴収） 

第４６条の４ 入学料は、入学を許可するときに徴収するものとする。 

（入学料の免除等） 

第４７条 学部等に入学する者のうち、大学等における修学の支援に関する法律（令和元年

法律第８号。以下「修学支援法」という。）で認められるもの及び学長が特に必要と認め

たものに対しては、願い出により審査の上、入学料の全部若しくは一部を免除し、又は徴

収猶予することがある。 

２ 入学料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は、別に定める。 

第４８条 削除 

（授業料の徴収） 

第４９条 授業料の徴収は、各年度に係る授業料について、次の表の区分により徴収するも

のとする。この場合において、それぞれの期において徴収する額は、年額の２分の１に相

当する額とする。 

 区 分 徴収の時期 

前 期 （ ４月～９月） ４月１日から５月３１日まで 

後 期 （１０月～３月） １０月１日から１１月３０日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学生の申出があったときは、前期に係る授業料を徴収すると
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きに、当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、科目等履修生、特別聴講学生及び研究生については、所定

の期日までに授業料を徴収するものとする。 

（入学の時期が学年の中途である場合における授業料の額及び徴収方法） 

第４９条の２ 特別の事情により、入学の時期が学年の中途である場合に前期又は後期に

おいて徴収する授業料の額は、授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円

未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。）に入学した日の属する月から

次の徴収時期前までの月数を乗じて得た額とし、入学の日の属する月に徴収するものと

する。 

（転入学、編入学及び再入学における授業料） 

第５０条 転入学、編入学又は再入学の場合は、その者の属する年次の在学者に係る額と同

額の授業料を納付しなければならない。 

第５１条 削除 

第５２条 削除 

（休学期間の授業料等） 

第５３条 休学を許可されたときは、授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１

０円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。）に休学当月の翌月から復

学当月の前月までの月数を乗じた額を免除する。 

２ 学期の中途で、復学、転学、編入学又は再入学(以下「復学等」という。）を許可された

ときは、授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円未満の端数があるとき

は、これを切り上げるものとする。）に復学等の日の属する月から次の徴収の時期前まで

の月数を乗じて得た額を復学等の当月末日までに納付しなければならない。 

（学年の中途で卒業する場合における授業料） 

第５３条の２ 特別の事情により、学年の中途で卒業する者から徴収する授業料の額は、授

業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円未満の端数があるときは、これを

切り上げるものとする。）に在学する月数を乗じて得た額とし、前期の徴収の時期（在学

期間の末日が前期の徴収の時期の末日前である場合は、当該在学期間の末日まで）に徴収

するものとする。ただし、卒業する月が後期の徴収の時期以後であるときは、後期の在学

期間に係る授業料は、後期の徴収の時期（在学期間の末日が後期の徴収の時期の末日前で

ある場合は、当該在学期間の末日まで）に徴収するものとする。 

（除籍及び退学の場合の授業料） 

第５４条 除籍又は退学の場合は、その者が在籍していた学期までの授業料を納付しなけ

ればならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に掲げる未納の

授業料を免除することができる。 

(1) 授業料の未納を理由として除籍した場合 未納の授業料の全額 

(2) 授業料の徴収猶予又は分納を許可された者が、その願い出により退学を許可された
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場合 退学の翌月以降納付すべき授業料の全額 

(3) 死亡又は行方不明のため除籍した場合 未納の授業料の全額 

（長期履修学生に係る授業料及び徴収方法の特例） 

第５４条の２ 長期履修学生が、学年の中途で卒業する場合に徴収する授業料の額は、第４

６条第２項の規定により定められた授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に

１０円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。）に在学する月数を乗じ

て得た額とし、前期の徴収の時期（在学期間の末日が前期の徴収の時期の末日前である場

合は、当該在学期間の末日まで）に徴収するものとする。ただし、卒業する月が後期の徴

収の時期以後であるときは、後期の在学期間に係る授業料は、後期の徴収の時期（在学期

間の末日が後期の徴収の時期の末日前である場合は、当該在学期間の末日まで）に徴収す

ることができるものとする。 

２ 長期履修学生が、長期在学期間を短縮することを認められた場合には、当該短縮後の期

間に応じて、第４６条第２項の規定により算出した授業料の年額に当該者が在学した期

間の年数（その期間に１年に満たない端数があるときは、これを切り上げるものとする。

以下同じ。）を乗じて得た額から当該者が在学した期間（学年の中途にあっては、当該学

年の終了までの期間とする。以下同じ。）に納付すべき授業料の総額を控除した額を、長

期在学期間の短縮を認めるときに徴収するものとする。ただし、当該短縮後の期間が修業

年限に相当する期間の場合には、第４６条第１項に規定する授業料の年額に当該者が在

学した期間の年数を乗じて得た額から当該者が在学した期間に納付すべき授業料の総額

を控除した額を徴収するものとする。 

（授業料の免除等） 

第５５条 修学支援法で認められる者及び学長が特に必要と認めた者に対しては、願い出

により審査の上、授業料の全部若しくは一部を免除し、又は徴収を猶予し、若しくは月割

分納を許可することがある。 

２ 授業料の免除、徴収猶予及び月割分納に関し必要な事項は、別に定める。 

（寄宿料） 

第５６条 寄宿料は、毎月所定の期日までに納付しなければならない。 

２ 第３４条第３号及び第４号に該当する場合において、寄宿料が未納であるときは、未納

の寄宿料の全部を免除することがある。 

（既納の検定料、入学料、授業料及び寄宿料） 

第５７条 既納の検定料、入学料、授業料及び寄宿料は、返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、入学者選抜において、出願書類等による選抜（以下「第１段

階目の選抜」という。）を行い、その合格者に限り学力検査その他による選抜（以下「第

２段階目の選抜」という。）を行ったときに、第１段階目の選抜で不合格になった者及び

個別学力検査等出願受付後に大学入学共通テスト受験科目の不足等による出願無資格者

であることが判明した者に対しては、所定の期日までに当該者から申出があった場合に
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限り、既納の検定料のうち、別に定める第２段階目の選抜に係る額に相当する額を返還す

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第４９条第２項の規定により授業料を納付した者が、後期

分授業料の徴収時期前に休学又は退学した場合には、納付した者の申出により後期分の

授業料に相当する額を返還する。 

 

第１３節 公開講座 

 

第５８条 本学に、地域社会の教育文化の向上に資するため、公開講座を開設することがで

きる。 

２ 公開講座に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第３章 改正 

 

第５９条 この学則の改正は、教育研究評議会において構成員の３分の２以上の賛成がな

ければならない。 

 

 

   附 則 

１ この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人の成立の際現に国立学校設置法の一部を改正する法律（平成１５年法律

第２９号）附則第２項の規定により平成１５年９月３０日に在学する者が在学しなくな

る日までの間存続するものとされた佐賀大学及び佐賀医科大学に在学する者（次項にお

いて「在学者」という。）に係る卒業するために必要であった教育課程の履修は、本学に

おいて行うものとし、本学は、そのため必要な教育を行うものとする。この場合における

教育課程の履修その他当該学生の教育に関し、必要な事項は、平成１６年３月３１日にお

いて現に適用されていた教育課程の履修その他当該学生の教育に関する規程等に定める

ところによる。 

３ この学則施行後、第１４条の規定に基づき、在学者の属する年次に転入学、編入学又は

再入学する者に係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し、必要な事項は、理工学

部機械システム工学科に転入学、編入学又は再入学する者を除き、前項の規定を準用する。 

附 則（平成１６年７月２０日改正） 

 この学則は、平成１６年７月２０日から施行する。 

附 則（平成１７年５月２０日改正） 

 この学則は、平成１７年５月２０日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則（平成１７年９月２７日改正） 
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 この学則は、平成１７年９月２７日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月１６日改正） 

 この学則は、平成１７年１２月１６日から施行する。 

附 則（平成１８年２月１６日改正） 

１ この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年度から平成２０年度までの農学部の収容定員は、改正後の第３条第２項の

規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

学 部 学  科 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

農学部 

応用生物科学科 

生物環境科学科 

生命機能科学科 

（３年次編入学） 

４５人 

６０人 

４０人 

９０人 

１２０人 

８０人 

１３５人 

１８０人 

１２０人 

１０人 

３ 平成１８年３月３１日に農学部に置かれている学科は、改正後の規定にかかわらず、平

成１８年３月３１日において現に当該学科に在学する者（以下この項において「在学者」

という。）及び平成１８年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学、編入学又

は再入学する者が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

４ 平成１８年３月３１日において現に農学部に在学する者（以下この項において「在学者」

という。）及び平成１８年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学、編入学又

は再入学する者については、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年１２月４日改正） 

 この学則は、平成１８年１２月４日から施行する。 

附 則（平成１９年２月１６日改正） 

 この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年４月２０日改正） 

１ この学則は、平成１９年４月２０日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

２ 平成１９年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者についての、改正後の第２２条第２項の

規定の適用に関しては、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年１２月２１日改正） 

 この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月１９日改正） 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２１年３月１９日改正） 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 
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２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、平成２１年度から令和７年度までの医学

部医学科、医学部及び全学部の入学定員は、次の表のとおりとする。 

入学定員 平成２１年度 平成２２年度～平成２４年度 平成２５年度～平成２７年度 

医学部医学科 １００人 １０６人 １０６人 

医学部 １６０人 １６６人 １６６人 

全学部 １，３１０人 １，３１６人 １，３０１人 

  

入学定員 平成２８年度～平成３０年度 令和元年度 

医学部医学科 １０６人 １０６人 

医学部 １６６人 １６６人 

全学部 １，２９１人 １，２８１人 

  

入学定員 令和２年度～令和５年度 令和６年度 令和７年度 

医学部医学科 １０３人 １０３人 １０１人

医学部 １６３人 １６３人 １６１人

全学部 １，２７８人 １，３０８人 １，２８１人

３ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、平成２１年度から令和１２年度までの医

学部医学科、医学部及び全学部の収容定員は、次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

医学部医学科 ５７５人 ５８６人 ５９７人 ６０８人 ６１９人 

医学部 ８３５人 ８４６人 ８５７人 ８６８人 ８７９人 

全学部 ５，５３５人 ５，５４６人 ５，５５７人 ５，５６８人 ４，７３９人 

  

収容定員 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

医学部医学科 ６３０人 ６３６人 ６３６人 ６３６人 ６３６人 

医学部 ８９０人 ８８６人 ８７６人 ８７６人 ８７６人 

全学部 ５，０１０人 ５，２６６人 ４，７４６人 ４，９７６人 ５，２１１人 

  

収容定員 令和元年度 令和２年度  令和３年度 令和４年度  令和５年度 

医学部医学科 ６３６人 ６３３人 ６３０人 ６２７人 ６２４人 

医学部 ８７６人 ８７３人 ８７０人 ８６７人 ８６４人 
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全学部 ３，４７１人 ４，０９３人 ４，７３０人 ５，３６７人 ５，３６４人 

  

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

医学部医学科 ６２１人 ６１６人 ６１１人 ６０６人 ６０１人 

医学部 ８６１人 ８５６人 ８５１人 ８４６人 ８４１人 

全学部 ５，３９１人 ５，４１６人 ５，４４１人 ５，４６６人 ５，４６１人 

  

収容定員 令和１１年度 令和１２年度 

医学部医学科 ５９６人 ５９１人 

医学部 ８３６人 ８３１人 

全学部 ５，４５６人 ５，４５１人 

附 則（平成２２年３月２５日改正） 

 この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１０月２７日改正） 

 この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１１月２４日改正） 

 この学則は、平成２２年１１月２４日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２８日改正）  

１ この学則は、平成２４年４月１日から施行する。  

２ 平成２４年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者については、なお従前の例による。  

附 則（平成２４年１１月１４日改正）  

１ この学則は、平成２５年４月１日から施行する。  

２ 平成２５年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者については、なお従前の例による。  

附 則（平成２５年２月２７日改正）  

１ この学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、平成２５年度から平成２７年度までの経

済学部各学科、経済学部及び全学部の収容定員は、次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

  

経済学部 

経済学科 

経営学科 

経済法学科 

１１０人 

８０人 

７０人 

２２０人 

１６０人 

１４０人 

３３０人 

２４０人 

２１０人 

経済学部 ２６０人 ５２０人 ７８０人 
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全学部 ４，７０８人 ４，９６８人 ５，２２８人 

３ 改正後の第３条第２項及び別表２の規定にかかわらず、平成２５年３月３１日におい

て現に経済学部に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び在学者の属

する年次に転入学又は再入学する者については、なお従前の例による。 

４ 改正後の第７条第２項ただし書の規定にかかわらず、平成２５年３月３１日において

現に医学部医学科の１年次又は２年次に在学する者の在学年限については、なお従前の

例による。 

附 則（平成２７年２月２７日改正）  

１ この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、平成２７年度の医学部看護学科、医学部及

び全学部の収容定員は、次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２７年度 

医学部看護学科 ２５０人 

医学部 ８８６人 

全学部 ５，２６６人 

附 則（平成２７年３月２６日改正）  

 この学則は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則（平成２７年１２月２５日改正） 

 この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年２月２４日改正） 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度から平成３０年度までの教育学部学校教育課程、教育学部、芸術地域デザ

イン学部芸術地域デザイン学科、芸術地域デザイン学部及び全学部の収容定員は、改正後

の第３条第２項の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

教育学部 学校教育課程 １２０人 ２４０人 ３６０人 

芸術地域デザ

イン学部 

芸術地域デザイン学科 １１０人 ２２０人 ３３０人 

（３年次編入学）     ５人 

計 １１０人 ２２０人 ３３５人 

全学部 ４，７４６人 ４，９７６人 ５，２１１人 

３ 文化教育学部は、改正後の規定にかかわらず、平成２８年３月３１日において現に文化

教育学部に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び平成２８年４月１日

以降において在学者の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者が在学しなくなる日

までの間、存続するものとする。 
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４ 平成２８年３月３１日において現に在学する者（以下この項において「在学者」という。）

及び在学者の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２９年９月２７日改正）  

 この学則は、平成２９年９月２７日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２８日改正） 

 この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年２月２７日改正） 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度から令和３年度までの理工学部理工学科、理工学部、農学部生物資源科学科、

農学部及び全学部の収容定員は、改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、次の表のと

おりとする。 

収容定員 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

理工学部 理工学科 ４８０人 ９６０人 １，４４０人 

（３年次編入学）     １５人 

計 ４８０人 ９６０人 １，４５５人 

農学部 生物資源科学科 １４５人 ２９０人 ４３５人 

全学部 ３，４７１人 ４，０９３人 ４，７３０人 

３ 改正後の第３条第２項及び別表２の規定にかかわらず、平成３１年３月３１日におい

て現に理工学部及び農学部に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者の属する

年次に転入学、編入学又は再入学する者については、なお従前の例による。  

附 則（平成３１年４月２４日改正） 

 この学則は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則（令和２年１月２２日改正） 

 この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年２月２６日改正） 

 この学則は、令和２年２月２６日から施行し、令和元年８月１３日から適用する。 

附 則（令和２年３月２５日改正） 

 この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月２３日改正）  

１ この学則は、令和２年９月２３日から施行する。 

２ 佐賀大学学部入学者選抜試験に係る検定料に対する佐賀大学学則の特例措置に関する

学則（平成２４年９月２６日制定）は廃止する。  

附 則（令和３年１月１２日改正） 

 この学則は、令和３年１月１２日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 
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附 則（令和３年１２月２２日改正）  

 この学則は、令和３年１２月２２日から施行し、令和３年１０月２９日から適用する。  

附 則（令和４年５月２６日改正） 

 この学則は、令和４年５月２６日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則（令和４年１２月２７日改正） 

 この学則は、令和４年１２月２７日から施行し、令和４年１０月１日から適用する。 

附 則（令和５年１月２５日改正） 

 この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年４月２５日改正） 

１ この学則は、令和５年４月２５日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

２ 令和５年３月３１日において現に在学する者（以下この項において「在学者」という。）

及び在学者の属する年次に転入学、編入学する者については、なお従前の例による。 

附 則（令和６年１月２９日改正） 

 この学則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月１日改正） 

１ この学則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、令和６年度から令和８年度までの理工学

部理工学科、理工学部及び全学部の収容定員は、次の表のとおりとする。なお、理工学部

理工学科のコース配属基準人数については、別に定める。 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

理工学部 理工学科 １，９５０人 １，９８０人 ２，０１０人 

（３年次編入学） ３０人 ３０人 ３０人 

計 １，９８０人 ２，０１０人 ２，０４０人 

全学部 ５，３９１人 ５，４１３人 ５，４４１人 

   附 則（令和６年７月２６日改正） 

 この学則は、令和６年７月２６日から施行する。 

   附 則（令和７年１月２４日改正） 

この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２７日改正） 

この学則は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和  年  月  日改正） 

１ この学則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、令和８年度から令和１０年度までの経済

学部各学科、経済学部、農学部生物資源科学科、農学部の収容定員は、次の表のとおりと

する。 
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収容定員 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

経済学部 経済学科 ４３０人 ４２０人 ４１０人 

経営学科 ３１０人 ３００人 ２９０人 

経済法学科 ２７０人 ２６０人 ２５０人 

計 １，０１０人 ９８０人 ９５０人 

農学部 
生物資源科学科 ６１０人 ６４０人 ６７０人 

計 ６１０人 ６４０人 ６７０人 

コスメティッ

クサイエンス

学環（学部等連

係課程実施基

本組織） 

 （３０人） （６０人） （９０人） 

計 （３０人） （６０人） （９０人） 
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別表１（第３条関係） 

（令和７年度において定員数が異なるものは、括弧書きに定めるところによる。） 

学 部 学科又は課程 入学定員 ３年次編入学

定員 

収容定員 

 

教育学部 

学校教育課程 １２０人  ４８０人 

小  計 １２０人  ４８０人 

 

芸術地域デザイ

ン学部 

芸術地域デザイ

ン学科 

（３年次編入学） 

１１０人 
 

５人 

４４０人１０

人 

小  計 １１０人 ５人 ４５０人 

 

 

経済学部 

経済学科 経営学

科 経済法学科 

１００人 

７０人 

６０人 

 

４００人 

２８０人 

２４０人 

小  計 ２３０人  ９２０人 

 

 

 

医学部 

医学科 

 

看護学科 

９８人 

（１０１人） 

６０人 

 

５８８人 

（６１６人） 

２４０人 

小  計 
１５８人 

（１６１人） 
 

８２８人 

（８５６人） 

理工学部 理工学科 

 

（３年次編入学） 

５１０人  

 

１５人 

２，０４０人 

（１，９８０人） 

３０人 

小  計 
５１０人 １５人 ２，０７０人 

（２，０１０人） 

 

農学部 

生物資源科学科 １７５人  ７００人 

小  計 １７５人  ７００人 

コスメティック

サイエンス学環

（学部等連係課

程実施基本組織）

＊ 

 

（３０人）  （１２０人） 

 小  計 （３０人）  （１２０人） 

合   計 
１，３０３人 

（１，３０６人） 
２０人 ５，４４８人 
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備考 

・医学部の括弧書き定員数は、「医学部の収容定員の増加について（通知）（令和６年１０月

２９日付６文科高第１２１５号）」による臨時的な入学定員の増員を受けたもの 

・理工学部の括弧書き定員数は、令和５年度大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門人

材の確保に向けた機能強化に係る支援）採択によるもの 

・コスメティックサイエンス学環は、理工学部及び農学部との緊密な連携及び協力によって

教育を実施するものとする。 

・コスメティックサイエンス学環の入学定員数及び収容定員数は、理工学部から入学定員１

０名及び収容定員４０名並びに農学部から入学定員２０名及び収容定員８０名を活用し

ている。 
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別表２（第３７条関係） 

学   部 学科又は課程 教員免許状の種類 免許教科の種類 

教育学部 学校教育課程 

小学校教諭１種免許状   

中学校教諭１種免許状 国語、社会、数学、理

科、音楽、保健体育、

技術、家庭、英語 

高等学校教諭１種免許状 

国語、地理歴史、公

民、数学、理科、音楽、

書道、保健体育、家

庭、英語 

特別支援学校教諭１種免許

状（知的障害者）（肢体不自

由者）（病弱者） 

  

幼稚園教諭１種免許状   

芸術地域デザイ

ン学部 

芸術地域デザイ

ン学科 

中学校教諭１種免許状 美術 

高等学校教諭１種免許状 美術、工芸 

経済学部 経営学科 高等学校教諭１種免許状 商業 

理工学部 理工学科 

中学校教諭１種免許状 数学、理科 

高等学校教諭１種免許状 数学、理科、情報、工

業 

農学部 生物資源科学科 
中学校教諭１種免許状 理科 

高等学校教諭１種免許状 理科、農業 
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学則の変更事項を記載した書類 

 

 

 コスメティックサイエンス学環（学部等連係課程実施基本組織）を新たに設置

することに伴い、佐賀大学学則に次に掲げる所要の改正を行うもの。 

 

 

１ 学部等連係課程実施基本組織の設置（第３条関係） 

・ コスメティックサイエンス学環を新設するため、第３条第１項を一部改正

し、佐賀大学に学部等連係課程実施基本組織に係る規定を新設 

・ また、第３条第２項及び第３項を一部改正し、コスメティックサイエンス学

環の入学定員、収容定員等、コスメティックサイエンス学環の目的等に係る

規定を新設 

 

 

２ 学部、課程、入学定員、収容定員等（別表１関係） 

・ コスメティックサイエンス学環の項を新設し、入学定員３０名、収容定員１

２０名を規定 

・ コスメティックサイエンス学環の入学定員は、理工学部の入学定員の内数１

０名、農学部の入学定員の内数２０名により構成。 

・ コスメティックサイエンス学環は、理工学部及び農学部との緊密な連携及び

協力によって教育を実施することを新たに規定（別表１備考） 

・ 経済学部の入学定員を３０名削減し、農学部に当該削減相当分の入学定員を

加える一部改正を行う。 
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佐賀大学学則改正案・現行対照表 

改   正   案 現      行 

 

 （学部） 

第３条 本学に、次の学部及び学部等連係課程実施基本組織（以下「学部

等」という。）を置く。 

 教育学部 

芸術地域デザイン学部 

経済学部 

医学部 

理工学部 

農学部 

コスメティックサイエンス学環（学部等連係課程実施基本組織） 

２ 前項の学部に置く学科又は課程及び学部等連係課程実施基本組織の入

学定員、編入学定員及び収容定員は、別表１のとおりとする。 

３ 前項の学部、当該学部に置く学科又は課程及び学部等連係課程実施基

本組織の目的は、各学部、各学科又は課程及び学部等連係課程実施基本

組織ごとに別に定める。 

 

 

   附 則（令和  年  月  日改正） 

１ この学則は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず、令和８年度から令和１０

年度までの経済学部各学科、経済学部、農学部生物資源科学科、農学部

の収容定員は、次の表のとおりとする。 

 

 （学部） 

第３条 本学に、次の学部を置く。 

 

 教育学部 

 芸術地域デザイン学部 

 経済学部 

 医学部 

 理工学部 

 農学部 

 （新設） 

２ 前項の学部に置く学科又は課程の入学定員、編入学定員及び収容定員

は、別表１のとおりとする。 

３ 前項の学部及び当該学部に置く学科又は課程の目的は、各学部及び各学

科又は課程ごとに別に定める。 
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収容定員 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

経済学部 経済学科 ４３０人 ４２０人 ４１０人 

経営学科 ３１０人 ３００人 ２９０人 

経済法学科 ２７０人 ２６０人 ２５０人 

計 １，０１０人 ９８０人 ９５０人 

農学部 生物資源科学科 ６１０人 ６４０人 ６７０人 

計 ６１０人 ６４０人 ６７０人 

コスメティッ 

クサイエンス 

学環（学部等連 

係課程実施基 

本組織） 

 

（３０人） （６０人） （９０人） 

計 （３０人） （６０人） （９０人） 
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別表１（第３条関係） 

（令和７年度において定員数が異なるものは、括弧書きに定めるところによる。） 

学  部 
学科又は課

程 
入学定員 

３ 年 次

編 入 学

定員 

収容定員 

（略） 

経 済 学 部 

経済学科 

経営学科 

経済法学科 

１００人 

７０人 

６０人 

 ４００人 

２８０人 

２４０人 

小   計 ２３０人  ９２０人 

（略） 

理 工 学 部 

理工学科 

 

（３年次編

入学） 

５１０人  

 

１５人 

 

２，０４０人 

（１，９８０人） 

３０人 

小   計 
５１０人 １５人 ２，０７０人 

（２，０１０人） 

農 学 部 

生物資源科

学科 

１７５人  ７００人 

小   計 １７５人  ７００人 

コスメティッ

クサイエンス

学環（学部等

 （３０人）  （１２０人） 

小   計 （３０人）  （１２０人） 

 

別表１（第３条関係） 

（令和７年度において定員数が異なるものは、括弧書きに定めるところによる。） 

学  部 
学科又は課

程 
入学定員 

３ 年 次

編 入 学

定員 

収容定員 

（略） 

経 済 学 部 

経済学科 

経営学科 

経済法学科 

１１０人 

８０人 

７０人 

 ４４０人 

３２０人 

２８０人 

小   計 ２６０人  １，０４０人 

（略） 

理 工 学 部 

理工学科 

 

（３年次編

入学） 

５１０人  

 

１５人 

 

２，０４０人 

（１，９８０人） 

３０人 

小   計 
５１０人 １５人 ２，０７０人 

（２，０１０人） 

農 学 部 

生物資源科

学科 

１４５人  ５８０人 

小   計 １４５人  ５８０人 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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連係課程実施

基本組織） 

 

 

 

合      計 １，３０３人 

（１，３０６人） 

２０人 ５，４４８人 

（５，４１６人） 

備考 

 （略） 

 （略） 

・コスメティックサイエンス学環は、理工学部及び農学部との緊密な連携

及び協力によって教育を実施するものとする。 

・コスメティックサイエンス学環の入学定員数及び収容定員数は、理工学

部から入学定員１０名及び収容定員４０名並びに農学部から入学定員２

０名及び収容定員８０名を活用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

合      計 １，３０３人 

（１，３０６人） 

２０人 ５，４４８人 

（５，４１６人） 

備考 

 （略） 

 （略） 

  （新設） 

 

  （新設） 
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佐賀大学教授会規則

（平成１６年４月１日制定）

目　次

（趣旨）　

第１条　この規則は、国立大学法人佐賀大学基本規則（平成１６年４月１日制定）第４１条第２項の規定に基づき、佐賀大学の

各学部（以下「学部」という。）に置かれる教授会に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２条　教授会は、当該学部の専任の教授をもって組織する。

２　前項に定める者のほか、特任教授（時間雇用職員を除く。以下同じ。）を構成員に加えることができる。

３　前２項の規定にかかわらず、教育学部教授会にあっては、教育学部及び学校教育学研究科の専任の教授をもって組織する。

ただし、教育学部教授会の定めるところにより、特任教授を構成員に加えることができる。

４　特任教授については、次条第１項第１号及び第２号に定める事項の審議には加わることができない。

（審議事項）

第３条　教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり、当該事項を審議し、意見を述べるものとする。

(1) 学部長候補者の選考に関する事項

(2) 教員（非常勤講師を含む。）の配置要望に関する事項

(3) 教育課程の編成に関する事項

(4) 学生の入学、卒業及び課程の修了並びに学位の授与に関する事項

(5) 学生の転学部、転学科及び転課程に関する事項

(6) 学生の懲戒に関する事項

２　教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長（以下「学長等」という。）がつかさどる教育研究に関する事項に

ついて審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。

（議長）

第４条　教授会に議長を置き、学部長をもって充てる。

２　議長は、教授会を主宰する。

３　議長に事故があるときは、あらかじめ議長が指名した教授が、その職務を代行する。

（審議事項等の通知）

第５条　教授会の審議事項等は、あらかじめ通知するものとする。ただし、緊急の場合は、この限りでない。

（議事）

第６条　教授会は、半数以上であって当該学部が定める割合以上の構成員が出席しなければ、議事を開き、議決をすることがで

きない。

２　教授会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。ただし、当該教

授会が特に必要があると認めた事項については、３分の２以上の多数をもって議決しなければならない。

（代議員会等）

第７条　教授会は、その定めるところにより、教授会を構成する教員のうちの一部の者をもって構成される代議員会、専門委員

会等（次項において「代議員会等」という。）を置くことができる。

２　教授会は、その定めるところにより、代議員会等の議決をもって、教授会の議決とすることができる。

（教授会規程）

第８条　学部は、この規則に基づき、当該学部の教授会規程を定めるものとする。

附　則

　この通則は、平成１６年４月１日から施行する。

附　則（平成１９年３月２２日改正）

　この通則は、平成１９年４月１日から施行する。

附　則（平成２１年５月２２日改正）

　この通則は、平成２１年５月２２日から施行する。

附　則（平成２２年３月２５日改正）

　この通則は、平成２２年４月１日から施行する。
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附　則（平成２２年１１月２４日改正）

　この通則は、平成２２年１１月２４日から施行する。

附　則（平成２７年３月２６日改正）　

　この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

附　則（平成２８年２月２４日改正）

１　この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

２　文化教育学部教授会は、改正後の第２条の規定にかかわらず、文化教育学部が存続する間、同条の規定中「専任」とあるの

は、「併任」と読み替えて、この規則を適用する。

附　則（平成３０年２月２８日改正）

　この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

附　則（平成３０年５月２３日改正）

　この規則は、平成３０年５月２３日から施行する。

附　則（令和７年３月２７日改正）

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
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   佐賀大学コスメティックサイエンス学環教授会規程（案） 

（令和  年  月  日制定） 

 

 （趣旨） 

第１条 佐賀大学教授会規則（平成１６年４月１日制定）第８条の規定による佐賀大学コス

メティックサイエンス学環教授会（以下「教授会」という。）の組織、権限、運営等につ

いては、この規程の定めるところによる。 

（組織） 

第２条 教授会は、専任の教授をもって組織する。 

（審議事項） 

第３条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり、当該事項を審議し、

意見を述べるものとする。 

(1) 学環長候補者の選考に関する事項 

(2) 教員（非常勤講師を含む。）の配置要望に関する事項 

(3) 教育課程の編成に関する事項 

(4) 学生の入学、卒業及び課程の修了並びに学位の授与に関する事項 

(5) 学生の転学部及び転学科に関する事項 

(6) 学生の懲戒に関する事項 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学環長等（以下「学長等」という。）

がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述

べることができる。 

（議長） 

第４条 教授会に議長を置き、学環長をもって充てる。 

２ 議長は、教授会を主宰する。 

３ 議長に事故があるときは、学環長があらかじめ指名した教授が、その職務を代行する。 

（審議事項等の通知） 

第５条 教授会の審議事項等は、あらかじめ通知するものとする。ただし、緊急の場合は、

この限りではない。 

（議事） 

第６条 教授会は、構成員の３分の２以上の出席がなければ、議事を開き、議決をすること

ができない。 

２ 教授会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。ただし、教授会が特に必要があると認めた事項については、出席者の

３分の２以上の多数をもって議決しなければならない。 

３ 次に掲げる者は、構成員数に算入しないものとする。 

(1) 外国出張、海外研修旅行、内国出張（内地研究員等）及び研修旅行中の者 
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(2) 長期療養等やむを得ない事情により１月以上出席できない旨の承認を得ている者 

（議事録） 

第７条 議事その他必要な事項は、議事録に記載し、次回以降の教授会において、その内容

を確認するものとする。 

（事務） 

第８条 教授会の事務は、理工学部事務部が行う。 

（雑則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、教授会に関し、必要な事項は、教授会が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この規程は、令和８年４月１日から施行する。 
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